
 

中小企業・小規模事業者及び中小企業組合等支援に関する要望 
 

令和８年６月３０日 

全国中小企業団体中央会 
 

中東情勢による影響が長期化し、依然として先行き不透明感がある中で、供給の偏りや流通

過程での目詰まりが指摘され、急激な価格高騰や正常な生産活動に対する懸念等を訴える声が

数多く寄せられている。 

情勢が刻々と変化する状況において、日本経済の屋台骨を担っている中小企業・小規模事業

者が苦境を乗り越えて事業を継続し、「稼ぐ力」を高めて成長を遂げていくため、以下の各項

目に関して、令和９年度予算概算要求及び税制改正要望等に反映されることを切に求める。 

 

 

１．物価高への対応、価格転嫁対策、取引適正化の推進 
 
① 

 

物価高騰対応への支援策、エネルギー価格高騰対策の継続 

・石油・電気・ガス等エネルギーコスト高騰に対する負担軽減措置の継続 

・急激なコスト増加の影響を緩和するための補助金・給付金の創設 

② 『官公需における価格転嫁・取引適正化加速化プラン』の運用の徹底と発注機関に対する

指導・監督の強化 

・予定価格への最新の実勢価格の反映、契約期間中のコスト増加分についての迅速な価格

転嫁の対応の徹底、地方自治体に対する指導・監督の強化 

・少額随意契約制度について、本来の趣旨に基づく適切な運用と中小企業・小規模事業者

の取引環境の確保 

・簡素で迅速なスライド条項の適用による価格転嫁の推進 

・官公需適格組合や災害協定を締結する組合等に対する平時の官公需発注確保等、官公需

適格組合の活用推進 

③ 価格転嫁・取引適正化の実態把握の徹底、取適法及び振興法の執行強化、中小企業間など

取適法が適用されない取引への対応強化 

 

 

２．生産性向上に向けた支援、人手不足への対応 
 
① 省力化投資補助金、新事業進出・ものづくり補助金などの支援策の強化・拡充等、賃上げ

の原資となる生産性向上投資の強力な後押し 

・予算枠の拡充、上限額引上げ、企業規模要件の見直し等 

・小規模事業者でも活用しやすい簡易な申請制度の導入 

② 中央及び地方の最低賃金審議にあたって、次の事項が着実に実行されるよう促すこと 

・中小企業・小規模事業者の経営実態を十分に踏まえた法定三要素に基づく議論の尊重 

・数値的根拠のない政府方針への傾斜や地域間競争を抑制し、納得感のある公正な決議 

・企業の準備期間確保及び労働者の就労調整抑止が図られるよう、適切な発効日の設定 

③ 中小企業・小規模事業者が単独で成果を上げることが難しい人材の確保・育成に関する取

組や労働環境改善について、組合等を通じた共同の取組の促進と支援策の一層の拡充 

④ 意欲ある人材が、その希望に応じて十分に働けるよう、実情にあった運用を可能とする労

働時制度への見直しなど、必要な環境の整備 

⑤ 社会保険適用拡大に伴う対象労働者増加や最低賃金上昇等による企業負担増加を踏まえた

十分な支援策、「年収130万円の壁」問題の解消による就労調整の抑止 

⑥ 育成就労制度への移行手続きが円滑に進むよう必要な体制の整備 
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３．強靭かつ活力ある地域経済社会の実現、持続可能な地域振興 
 
① 地域の特性に応じた防災・減災投資と社会インフラの計画的整備に向けた予算確保 

・主要道路に面した物流施設・物流団地に対する備蓄施設・設備の整備に関する予算確保 

・津波等災害時の避難所として使用される施設に対する空調設備や蓄電池設備等の整備を

進めるための助成措置 

② 組合等連携組織によるＢＣＰ・ＢＣＭや危機管理体制の強化に対する継続的な制度・支援

の創設・拡充 

・組合等によるＢＣＰ策定支援、災害対応設備の導入・更新への補助、専門家派遣に対す

る支援 

③ 商店街の安心安全の確保・賑わい創出のための支援 

・来街者の安全確保と地域の賑わい創出のため、アーケード等の改修・維持管理や撤去に

かかる費用等を含めた支援 

④ エッセンシャルサービスの担い手としての中小企業組合に対する支援 

・人口減少や不十分なインフラなど社会的課題を解決するため、利益の最大化ではなく、

食品等の小売、交通、運送、燃料供給､自動車整備等の分野で、課題解決を優先とする

エッセンシャルサービスの担い手となっている中小企業組合がある。こうした組合の事

業が軌道に乗るまでに必要となる運営資金等の支援 

⑤ 中小企業・小規模事業者の経営者が事業承継やＭ＆Ａ等の選択肢も含めた経営判断を円滑

に行うための環境整備 

・事業承継・引継ぎ支援センター等の活用促進、先行事例の効果的な展開 

⑥ 地方交付税交付金の算定基礎引上げを含めた中小企業連携組織対策事業予算の十分な確

保、連携組織への伴走支援を確実に実行するための中央会指導員及び職員の人件費単価の

適正な見直し 

・組合というプラットフォームの活用を含めた共同・共助の取組の有用性が指摘されてい

るなか、中央会の伴走支援機能を一層強化するための十分な予算措置 

 

 

４．金融・税制における支援 
 
① 事業継続に必要な金融支援策の継続・拡充、事業者に寄り添った切れ目のない支援の継

続、競争力強化ならびに生産性向上投資を行う事業者の資金調達に対する利子補給制度の

創設など投資を後押しする措置 

・中小・小規模事業者の事業継続と生産性向上を下支えするため、長期・固定的な利子補

給制度の整備、既存債務の借換支援、保証制度の弾力的運用、低金利のつなぎ融資、既

往債務の返済猶予・条件変更等の支援 

② 中小法人及び中小企業組合の法人税率軽減措置の恒久化と中小企業経営強化税制・中小企

業投資促進税制・固定資産税の軽減措置の適用期限延長 

 中小企業・小規模事業者の経営基盤の強化や生産性向上のために欠かせない措置 

中小企業向けの賃上げ促進税制の適用期限延長・措置の拡充 

 十分な価格転嫁が行えないまま賃上げを行わざるを得ない事業者に対する支援 

事業承継税制の特例措置期間の延長・要件緩和・手続きの簡素化 

 地域経済や雇用を支え、中小企業・小規模事業者の持続的な成長に不可欠な税制 

 


